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当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

当社の支配に関する基本方針 

連結計算書類の連結注記表 

計算書類の個別注記表 

自 2021 年 4 月 1 日 至 2022 年 3 月 31 日 

第１８３期 

当社は、第 183 期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、次の事項につきましては、法令及び

定款第 14 条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、第 183 期報告書に

は記載しておりません。 

事業報告の 12 当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等、13 当社の支配に関する基本方針 

連結計算書類の連結注記表 

計算書類の個別注記表 
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12．当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

 (1)  当社及び当社子会社に関する業務の適正を確保するための体制 

 取締役会が決議した、業務の適正を確保するための体制は次のとおりです。 

① 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．当社の取締役会は、定期的に執行役から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事項に

ついて執行役に随時取締役会で報告させる。 

イ．当社の取締役会は、内部監査部担当執行役又は内部監査部部門長から定期的に内部監査結果

の報告を受ける。 

ウ．当社の監査委員会は、定期的に執行役のヒヤリングを行うとともに、内部監査部部門長から

内部監査結果の報告を定期的に受ける。 

エ．当社の監査委員会は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、重要な法令違反

等について執行役から直ちに報告を受ける。 

オ．当社は、全ての役員（執行役員を含む。以下同じ。）、従業員が共有する価値観と行動規範を

明確化した「東芝グループ行動基準」を策定し、継続的な役員研修の実施等により、当社の執

行役に「東芝グループ行動基準」を遵守させる。 

カ．内部監査部を監査委員会の直轄組織とすることで、執行と監督を分離し、内部監査部による

会計監査及び適法性監査等が実効的に行われる体制を構築する。 

② 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

ア．当社の執行役は、「書類保存年限に関する規程」に基づき、経営会議資料、経営決定書等重要

書類、その他各種帳票類等の保存、管理を適切に行う。 

イ．当社の執行役は、経営会議資料、経営決定書、計算関係書類、事業報告等の重要情報に取締

役がアクセスできるシステムを整備する。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ア．当社の Chief Risk-＆ Compliance Officer（以下、CROという。）は、「リスクマネジメント・

コンプライアンス基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス委員会の委員長として当社

グループのクライシスリスク管理に関する施策を立案、推進する。施策の立案・推進にあたっ

てはその実効性を確認・改善することにより、当社グループ全体の損失の危険の管理を適切に

行う。CRO は法務部担当執行役をもってこれに充てる。 

イ．当社の執行役は、「ビジネスリスクマネジメント基本規程」に基づき、当社グループのビジネ

スリスク要因の継続的把握とリスクが顕在化した場合の損失を極小化するために必要な施策

を立案、推進する。 

④ 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ア．当社の取締役会は、経営の基本方針を決定し、執行役が策定した当社グループの中期経営計

画、年度予算を承認する。 

イ．当社の取締役会は、執行役の権限、責任の分配を適正に行い、執行役は、「業務分掌規程」、

「役職者職務規程」に基づき執行役、執行役員、従業員の権限、責任を明確化する。 
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ウ．当社の執行役は、各部門、各執行役員・従業員の具体的目標、役割を設定する。 

エ．当社の執行役は、「取締役会規則」、「コーポレート権限基準」等に基づき、適正な手順に則っ

て業務の決定を行う。 

オ．当社の執行役は、業績評価委員会等により、当社グループの適正な業績評価を行う。 

カ．当社の執行役は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、経理システム、決裁シ

ステム等の情報処理システムを適切に運用する。 

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．当社の代表執行役社長は、継続的な従業員教育の実施等により、全ての役員、従業員が共有

する価値観と行動規範を明確化した「東芝グループ行動基準」を遵守させる。 

イ．当社の CRO は、「リスクマネジメント・コンプライアンス基本規程」に基づき、リスク・コン

プライアンス委員会の委員長として当社グループのコンプライアンスに関する施策を立案、推

進する。 

ウ．当社は、当社役員又は従業員が当社の違法行為を認めた場合、当社の執行側に対して通報で

きる内部通報制度を設置し、当社の担当執行役は、内部通報制度を活用することにより、問題

の早期発見と適切な対応を行う。当該制度を利用したことを理由に、不利な取扱いをしないこ

とを「東芝グループ行動基準」に明記する。このほか、当社は、当社の監査委員会を内部通報

窓口とする内部通報制度も設置し、問題の早期の情報収集に努める。 

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ア．子会社は、「東芝グループ行動基準」を採択、実施し、各国の法制、事情に応じ内部通報制度

を整備する。 

イ．当社は、子会社の事業運営に関して重要事項が生じた場合は、「業務連絡要綱」等に基づき当

社に報告が行われる体制を構築する。 

ウ．当社は、内部統制項目につき、子会社を含めた適切な施策を立案し、これを各子会社の実情

に応じて推進させる。 

エ．子会社は、「東芝グループ監査役監査方針」に基づいた監査役等の監査体制を構築する。 

オ．当社は、子会社を対象に会計処理プロセス及び業務プロセスを対象とした内部監査を実施す

る。 

カ．当社は、当社グループに共通する制度、業務プロセスを適正かつ効率的に運用し、共有する

資源について適正かつ効率的に配分する体制を構築する。 

キ．当社は、社名に「東芝」冠称の付与を許諾する関連会社に対し、原則として許諾契約におい

て「東芝グループ行動基準」の採択を義務付ける。 

 

 (2) 当社の監査委員会の職務の執行のために必要な事項 

取締役会が決議した、監査委員会の職務の執行のために必要な事項は次のとおりです。 

① 監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

当社の監査委員会の職務を補助するため、10 名程度で構成される監査委員会室を設置するととも
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に、監査委員会室長を執行役（取締役である執行役を含む。）とする。 

② 監査委員会の職務を補助すべき使用人の執行役からの独立性及び当該使用人に対する指示の

実効性の確保に関する事項 

監査委員会は、当社の監査委員会室長及び監査委員会室の所属従業員の人事承認権及び解任請求

権・解任拒否権を有し、監査委員会室長は監査委員会の指揮に服する。監査委員会室の所属従業

員は監査委員会及び監査委員会室長の指揮に服する。 

③ 監査委員会への報告に関する体制 

ア．当社の取締役、執行役、執行役員、従業員は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」及

び「監査委員会通報制度運用規程」に基づき、経営、業績に影響を及ぼす重要な事項が生じた場

合、監査委員会に対して都度報告を行う。 

イ．当社の子会社は、「東芝グループ監査役連絡会」等を通じ、定期的に当該子会社の状況等を当

社の監査委員会に報告をする。また、当社は、子会社の監査役又は監査連絡責任者が当該子会社

の違法行為等を認めた場合、監査委員会に対して通報できる体制を整備する。 

ウ．当社は、「監査委員会通報制度運用規程」に基づき、当社の役員又は従業員若しくは国内の子

会社の役員又は従業員が当社又は当該子会社の違法行為を認めた場合、当社の監査委員会に対し

て通報できる内部通報制度を設置する。 

エ．代表執行役社長は、監査委員会の指名する監査委員に対し経営会議等重要な会議への出席の

機会を提供する。 

④ 監査委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと

を確保するための体制 

当社の監査委員会に報告をした当社グループの役員及び従業員については、報告を行ったことを

理由に、不利な取扱いをしないことを「監査委員会に対する報告等に関する規程」及び「監査委

員会通報制度運用規程」に明記する。 

⑤ 監査委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に

ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法 404 条 4 項に基づく費用の前

払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監

査委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理す

る。当社は、監査委員の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年一定額の予算を

設ける。期中において必要が生じた場合は、監査委員の要請に基づき、担当部署における審議の

上、予算の増額を行う。 

⑥ その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、定期的に監査委員会と情報交換を行う。 

イ．執行役、執行役員、従業員は、定期的な監査委員会のヒヤリング、巡回ヒヤリング等を通じ、

職務執行状況を監査委員会に報告する。 

ウ．監査委員会は、内部監査部を監査委員会の直轄組織とする。監査委員会は、内部監査部に監
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査方針を提示し、内部監査部に対し監査指示を行う。内部監査部部門長は、内部監査結果を監査

委員会に定期的に報告する。 

エ．監査委員会は、期初の会計監査計画、期中の会計監査の状況、期末会計監査の結果等につい

て会計監査人に説明、報告を行わせる。 

オ．担当執行役（CFO）は、期末決算、四半期決算について取締役会の承認等の前に監査委員会に

説明を行う。 

カ．内部監査部部門長を執行役とし、又は内部監査部を担当する執行役を置く。監査委員会は内

部監査部部門長及び内部監査部を担当する執行役の人事承認権及び解任請求権・解任拒否権を有

し、内部監査部部門長及び内部監査部を担当する執行役は監査委員会の指揮に服する。 

キ．監査委員は、執行側の内部通報窓口に通報された全ての内部通報にアクセスできる権限を有

する。 

 

(3) 運用状況  

 「9.当社役員の氏名、担当等  (4)取締役会及び各委員会の活動状況」に記載の他、主な運用状

況は以下のとおりです。 

①リスク・コンプライアンス委員会等の開催状況 

当社はこれまで、当社グループのリスクマネジメント・コンプライアンスに関する施策を推

進するためにリスク・コンプライアンス委員会を年 2回、また、財務報告についての信頼性・

内部統制を推進する会計コンプライアンス委員会を年 6 回開催しておりましたが、2021 年 10

月、会計コンプライアンス委員会をリスク・コンプライアンス委員会に統合し、年 5回の開催

としました。新たなリスク・コンプライアンス委員会では、財務報告に関するリスクとその他

のリスクを一元管理することを通じ、リスクマネジメント・コンプライアンスの更なる強化を

進めてまいります。 

②内部通報制度の整備状況等 

当社は、執行側に東芝相談ホットライン（受付窓口は外部専門業者又は法律事務所を通報者

が選択）を設置し、内部通報制度を運用しています。また、2015 年 10 月から、監査側にも監

査委員会室を内部通報窓口とする監査委員会ホットラインを設置しました。これらの内部通報

制度を従業員に活用してもらうために、全従業員向けの eラーニング等で、内部通報制度の存

在及び匿名性が厳格に担保されることの一層の周知徹底を図りました。2021 年度の内部通報件

数は、会計処理に関するものを含め148件あり、監査委員会及び取締役会に報告するとともに、

会計に関する通報については、通報者の個人情報を明らかにせず、直ちに会計監査人にも報告

しています。また、全ての内部通報について調査を行い、必要な事項については対応を行って

います。加えて、2019 年 4 月から、東芝相談ホットラインの受付窓口を、通報者への配慮のた

め、外部専門業者に委託しています。 

なお、東芝相談ホットラインは、公的な認証基準に適合している内部通報制度として、2021

年 4月 23日、指定登録機関である公益社団法人商事法務研究会により事業者登録されました。
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また、海外については、各地域の総括会社を窓口として、各地域内のグループ会社の役員

及び従業員からの通報を受け付ける、東芝グループ海外ホットラインを設置し、2022 年 1

月から全世界で運用が開始されました。2021 年度は、上述の 148 件とは別に、総括会社の

窓口に対して 41 件の通報がありました。全ての通報について調査を行い、必要な事項に

ついては対応を行っています。 

③役職員に対するコンプライアンス関連研修の実施状況 

国内グループの経営幹部を対象に、コンプライアンス意識向上に関する研修、および主要９

社の経営幹部を対象に、行動変容と組織風土改善を促す３６０度サーベイを実施しました。国

内の新任事業部長・支社長研修に、ビジネスリスクマネジメント強化、会計知識・会計コンプ

ライアンス研修を行うとともに、幹部育成選抜研修及び昇格時等の節目研修には、会計知識・

会計コンプライアンス研修を組み込み実施しております。また、海外と国内グループ従業員を

対象に、ｅラーニングにより会計コンプライアンス教育を実施しました。 

④内部監査の実施状況 

内部監査部は監査委員会監査方針に基づき内部監査の年度監査方針及び年度監査計画を策定

しました。当該監査計画に基づき 2021 年度はスタフ 5部門及び関係会社 24社に対して内部監

査を実施しました。これら内部監査の結果は、内部監査部長から監査委員会に対して適時に報

告されています。 

⑤監査委員の活動状況やその支援状況 

監査委員は、取締役会や経営会議等の重要会議に出席するとともに、計 25回の執行役等に対

するヒヤリング、31 回の内部統制・内部監査部門長に対するヒヤリング等を行い、取締役・執

行役の職務執行状況を監視・検証しました。また、会計監査人から監査計画、監査の実施状況

及びその結果につき、説明・報告を受けました。監査活動においては、監査委員会室及び直轄

組織である内部監査部を通じ、積極的に報告徴求を行いました。なお、監査委員会室を内部通

報窓口とする監査委員会ホットラインは、34 件の通報を受領し、対応しました。 

 

13．当社の支配に関する基本方針 

(1)基本方針の内容 

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持

続的な向上を実現するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員、地域社会

等のステークホルダーとの適切な関係を維持、発展させていくことも必要であり、これらのス

テークホルダーの利益にも十分配慮した経営を行う必要があると考えています。 

また、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益

に及ぼす影響を適切に判断するためには、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジ

ー効果、当社グループの実情、その他当社の企業価値を構成する要素が十分に把握される必要

があると考えます。 

当社取締役会は、上記の要素に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さ
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ない当社株式の大量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者として適当ではなく、このような者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要か

つ相当な手段を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考

えています。 

以上の考え方に基づき、当社は、2006 年 6 月に当社株式の大量取得行為に関する対応策(い

わゆる買収防衛策)を導入し、2009 年 6月及び 2012 年 6 月に更新してまいりましたが、経営環

境等の変化、金融商品取引法整備の浸透の状況、株主の皆様の意見等を考慮しながら慎重に検

討した結果、2015 年 6月以降、当該対応策を更新しておりません。 

 

(2)基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社及び当社株主の最善の利益のために行動することが当社取締役会の責任であり、最も重

要であると認識しております。 

当社は潜在的な投資家やスポンサーとのエンゲージメントと戦略的選択肢の検討を行うため、

2022 年 4 月、すべての委員が当社から独立した社外取締役で構成されている特別委員会を設

置しました。 

潜在的な投資家及びスポンサーとの協議は経営陣主導で行われるものとし、既に協議を開始

しています。特別委員会は、事前に方針を確認し、適時にその状況の報告を受け、重要な局面

で意見を述べることにより、経営陣とともに交渉を関与するものとしています。また、特別委

員会は、提案やストラクチャーの比較を徹底的に行い、株主を含むあらゆるステークホルダー

にとって最良の非公開化その他の選択肢に関する提案を特定します。 
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連 結 注 記 表 

 

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

（重要な会計方針） 

1） 連結計算書類の作成基準 

当社の連結計算書類は、会社計算規則第 120 条の３第１項の規定により、米国において

一般に公正妥当と認められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成して

います。ただし、同条第３項において準用する同規則第 120 条第１項後段の規定により、

米国において一般に公正妥当と認められた会計基準により要請される記載及び注記の一

部を省略しています。 

2） 棚卸資産 

原材料並びに在庫販売目的の製品及び仕掛品は、取得原価あるいは正味実現可能価額の

いずれか低い価額で計上されており、取得原価は主として平均法により算定されています。

注文販売目的の製品及び仕掛品については取得原価あるいは予想実現可能価額のいずれ

か低い価額で計上されており、取得原価は累積製造原価により算定されています。 

3） 投資有価証券及びその他の投資 

投資有価証券は負債証券と持分証券から構成されています。当社グループ（当社グルー

プという用語は「㈱東芝及び連結子会社」を表すものとして用いる。）は負債証券を売却

可能有価証券に分類し、公正価値で測定するとともに、税効果考慮後の未実現保有損益を

その他の包括利益（損失）累計額に含めています。持分証券については、公正価値で測定

するとともに、その変動を当期純損益に計上しています。なお、市場価格のない持分証券

は、減損損失控除後の取得価額に、同一発行体の同一または類似する投資に関する一般的

な取引における観察可能な価格の変動を加減算する方法により評価しています。有価証券

の売却に伴う実現損益は、売却時点の個別保有銘柄の平均原価に基づいています。 

市場価格のないその他の投資は、取得原価で計上しています。 

当社グループは市場価格のない持分証券については減損の兆候の有無の判断において

考慮する定性的評価により、公正価値の下落が認められる場合、その下落分について評価

損を計上しています。また、負債証券及びその他の投資については、公正価値の下落が一

時的でないか否かの評価を、市場価格の下落の程度とその期間、被投資会社の財政状態及

び今後の見通し並びに当該有価証券の今後の保有方針等の観点から定期的に行っていま

す。一時的でない公正価値の下落が発生している場合、その下落分について評価損を計上

しています。 

4） 有形固定資産の減価償却方法 

有形固定資産の減価償却の方法は、主として定額法を採用しています。 
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5） 長期性資産の減損 

のれん及び耐用年数が確定できない無形資産を除く長期性資産について、資産の帳簿価

額を回収できない可能性を示す事象や状況の変化が生じた場合には、割引前予想キャッシ

ュ・フローに基づいて減損の有無を評価しています。当該資産の帳簿価額を回収できない

と判定された場合は、公正価値に基づき評価損を計上しています。公正価値は、リスクに

見合う割引率を用いて算出した予想キャッシュ・フローに基づいて測定されます。売却予

定の長期性資産の場合、減損には売却費用も含まれます。売却以外の処分予定の長期性資

産は、処分するまで保有かつ使用される資産として分類します。 

6） のれん及びその他の無形資産 

のれん及び耐用年数が確定できない無形資産について、償却をしないかわりに少なくと

も１年に一度は減損のテストを行っています。耐用年数が明らかな無形資産は、主として

技術関連無形資産及びソフトウェアであり、それらは、契約期間または見積利用期間にわ

たり定額法により償却しています。 

7） 貸倒引当金 

受取債権に対する貸倒引当金は貸倒の実績、滞留状況の分析及び個別に把握された回収

懸念債権を総合的に勘案し計上されています。法的な償還請求を含め、すべての債権回収

のための権利が行使されてもなお回収不能な場合に、当該受取債権の全部または一部は回

収不能とみなされ、貸倒引当金が充当されます。 

8） 未払退職及び年金費用 

当社グループは、従業員を対象とした種々の退職金及び退職年金制度を有しています。

退職金制度の改訂によって生じた過去勤務費用は、給付を受けると予想される従業員の平

均残存勤務期間にわたって償却されます。また、予測給付債務または年金資産のいずれか

大きい金額の 10％を超える未認識の保険数理上の損益についても、給付を受けると予想さ

れる従業員の平均残存勤務期間にわたって償却されます。 

 

 

2. 会計上の見積りに関する注記 

連結計算書類を作成するために資産・負債及び収益・費用の計上並びに偶発資産・負債の開

示において、種々の見積り及び仮定を前提としています。当社グループは連結計算書類の作成

に当たり、有形・無形の長期性資産、有価証券及びのれんの減損判定、受取債権及び繰延税金

資産の回収可能性、不確実な税務ポジション、年金会計の測定、収益の認識並びにその他訴訟

関連を含む引当金に係る仮定及び見積りが特に重要と認識しています。しかし、実際の結果は、

それら見積りと異なる場合もあります。 
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3. 収益認識に関する注記 

当社グループは、ASC 606「顧客との契約から生じる収益」を適用し、収益を認識して

います。 

 当社グループは、標準量産品（半導体、複合機、POS システム等)、顧客仕様の建設型・

製作型の注文製品（原子力発電システム、火力発電システム、公共インフラ、鉄道・産業

システム等)、保守サービス等を主要な財またはサービスとして提供しており、約束した

財又はサービスが顧客に移転し、顧客が財又はサービスの支配を獲得した時点、もしくは

獲得するにつれて、収益を認識しています。また、収益は、顧客との契約において約束さ

れた対価からリベートなどを控除した金額で測定しています。 

当社グループは、事業の種類別セグメントを、製品の性質、製造方法及び販売市場等の類似

性に基づき、「エネルギーシステムソリューション」、「インフラシステムソリューション」、「ビ

ルソリューション」、「リテール＆プリンティングソリューション」、「デバイス＆ストレージソ

リューション」、「デジタルソリューション」及び「その他」の７部門としています。 
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2021年度における財又はサービス別の売上高は以下のとおりです。 

  （単位：百万円）

 
 2021年度 

エネルギーシステムソリューション  

原子力 146,582 

火力・水力 235,582 

送変電・配電等 181,762 

その他 (注) △4,880 

 
合計 559,046 

インフラシステムソリューション  

公共インフラ 403,342 

鉄道・産業システム 309,052 

その他 (注) △57,738 

 合計 654,656 

ビルソリューション  

ビル・施設 602,104 

その他 (注) △3,123 

 
合計 598,981 

リテール＆プリンティングソリューション  

POSシステム・複合機等 453,245 

デバイス＆ストレージソリューション  
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半導体 364,048 

HDD他 495,788 

 
合計 859,836 

デジタルソリューション  

デジタルソリューション等 230,553 

その他 216,462 

消去 △235,812 

連結 3,336,967 

(注) セグメント内の内部売上高に係る消去が含まれています。 

 

 当社グループは主に顧客仕様の建設型・製作型注文製品の未請求債権を契約資産として

認識し、連結貸借対照表の受取手形、売掛金及び契約資産並びに長期受取債権に含めて表

示しています。2022 年３月 31 日現在における契約資産は 248,494 百万円です。 

また、支配が顧客に移転する前に顧客から受領した対価については契約負債として認識

し、連結貸借対照表の前受金及びその他の流動負債に含めて表示しています。2022 年３月

31 日現在における契約負債は 366,582 百万円です。 

 

2022年3月31日現在で未充足(又は部分的に未充足)の履行義務に配分した取引価格の

総額は 2,101,330 百万円であり、このうち概ね 40％は１年以内に収益として認識すると

予測しています。なお、当初の予想期間が１年以内の契約の残存履行義務の金額は含ん

でいません。 

 

 

4. 連結貸借対照表に関する注記 

 

1） 保証債務及び保証類似行為               3,437 百万円 
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2） 重要な係争事件 

当社は、2015 年２月、証券取引等監視委員会から金融商品取引法第 26 条に基づき報告

命令を受け、工事進行基準案件等について開示検査を受けました。その後、第三者委員会

を設置し調査を行った結果、不正な会計処理を継続的に実行してきたことが判明し、過年

度の有価証券報告書等の訂正を行いました。当社の不正な財務報告について、米国カリフ

ォルニア州において、米国預託証券等の保有者によって当社を被告とした集団訴訟が提起

され、当社は、米国証券関連法令の適用がないこと等を理由に、本件集団訴訟の棄却を裁

判所に申し立てていましたが、米国時間 2016 年５月 20 日付で本集団訴訟を棄却する旨の

判決が出されました。当該判決については、米国時間2016年７月25日付で原告が上訴し、

米国時間 2018 年７月 17日付で上訴審は地裁の判決を破棄し、原告が修正訴状を提出でき

るよう地裁に差戻す判決を出しました。当社は当該判決に対し米国時間 2018 年 10 月 15

日付で連邦最高裁判所に対して上告申立てを行いましたが、米国時間 2019 年６月 24 日付

で当該申立てが不受理となり、地方裁判所に差戻されました。 

また、国内においても、当社の不正な会計処理により損害を被ったとして、複数の損害

賠償請求を受けており、当社は合理的に見積り可能な金額を引当計上しています。これま

でに、海外機関投資家等からのそれぞれ 13,657 百万円、21,759 百万円、43,561 百万円、

9,227 百万円、33,000 百万円、837 百万円、410 百万円及び 4,051 百万円を請求する 2016

年６月付、2017 年４月付、同年４月付、同年６月付、同年９月付、同年９月付、同年 10

月付及び2018年４月付の提起の訴訟、資産管理サービス信託銀行(現日本カストディ銀行)

等からの 14,026 百万円を請求する 2017 年３月付提起の訴訟等が係属しています。 

 

当社グループは全世界において事業活動を展開しており、上記に記載しているものの他にも、

訴訟やその他の法的手続に関与し、当局による調査を受けています。地域ごとの裁判制度等の

違いやこれらの手続は本来見通しがつきにくいものであることから、通常の想定を超えた金額

の支払が命じられる可能性も皆無ではありません。このため、これらについて当社グループに

不利益な決定がなされた場合、その決定の内容によっては当社グループの事業、業績や財政状

態に悪影響を与える可能性があります。しかしながら、当社グループが現在知りうるかぎり、

これらの争訟は当社グループの財政状態及び経営成績に直ちに重大な影響を及ぼすものでは

ないと当社グループは考えています。 

 

 

5. 連結資本勘定計算書に関する注記 

自己株式の取得および消却 

当社は、日本の会社法の規定に基づき、2021 年６月７日開催の取締役会において、1,000

億円を上限とした㈱東芝の自己株式の取得に係る事項を決議しました(本決議に基づく、
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2021 年度における取得は 99,999 百万円)。なお、本決議に基づく自己株式の取得は、2021

年９月９日をもって終了しました。 

また、2021 年９月 30 日に当該取得した自己株式の消却を実施しました(2021 年度にお

いては 102,883 百万円)。なお、自己株式の消却については当該自己株式の取得原価を利

益剰余金から減額しています。 

 

 

6. 金融商品に関する注記 

1) 金融商品の状況に関する事項 

当社は、短期的な預金を主体として資金運用しています。また銀行等金融機関からの借

入等により資金を調達しています。投資有価証券は主として株式であり、市場性のある有

価証券については、市場価格により公正価値を評価しています。 

長期借入金の使途は運転資金及び設備投資資金です。 

当社グループは通常のリスク管理の一環として、主に先物為替予約、金利スワップ契約、

通貨スワップ契約及び通貨オプションといった様々な金融派生商品をリスクを軽減する

ために利用しています。また、当社は在外事業体への投資にかかる為替変動のヘッジを目

的として、為替予約及び外貨建借入金を利用しています。 

当社グループは、金融派生商品のリスク管理、承認、報告及び監視に係る方針及び規程

を有しています。当社グループの方針は投機目的及びトレーディング目的の金融派生商品

の保有または発行を禁止しています。  

  

2) 金融商品の時価等に関する事項 

2022 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、公正価値及びその差額は以下のとお

りです。 

 

 連結貸借対照表計上額 公正価値 差額 

金融商品に関する負債    

 長期借入金 371,484 百万円 372,276 百万円 792 百万円 

 

上記の表は、公正価値が連結貸借対照表計上額とほぼ同額である金融商品、リース関連

の金融商品、そして、連結貸借対照表計上額と同額である投資有価証券及びその他の投資、

及び金融派生商品を除いています。 

当社グループは、これらの金融商品の公正価値を見積るに当たって、期末時点での市場

情勢とリスクの見積りに基づいた種々の方法及び仮定を用いています。 

公正価値測定に使用するインプットはレベル１からレベル３までの優先順位が以下の

とおり設定されています。 



 

15 
 

レベル１ ― 活発な市場における同一の資産または負債の市場価格 

レベル２ ― 活発な市場における類似した資産または負債の市場価格 

活発でない市場における同一または類似した資産または負債の市場価 

格 

観察可能な市場価格以外のインプット 

相互関係またはその他の手法による観察可能な市場データに基づいた 

インプット 

   レベル３ ― 観察可能な市場データによる裏付けがない観察不能なインプット 

    

    長期借入金の公正価値は各金融機関からの借入れ時に適用された利率を期間別に加重

平均した利率から見積もり、その全額をレベル３に分類しています。こちらは将来予想割

引キャッシュ・フローの見積りに観測不能なインプットが含まれるためレベル３に分類し

ています。 

 他の金融商品については、レベル３に該当するものに重要性はなく、概ねレベル１又は

レベル２に分類されます。 

    

    現金及び現金同等物、受取手形、売掛金及び契約資産、短期借入金、支払手形及び買 

掛金並びに未払金及び未払費用を含む一定のものは、その大部分が満期までの期間が 

短いため、連結貸借対照表計上額と公正価値はほぼ同額であるとみなしています。 

    投資有価証券及びその他の投資の一部は、公表されている市場価格を用いています。 

    その他の金融商品の公正価値の決定には、将来キャッシュ・フローの見積割引現在価値

及び再取得価額等の手法が用いられています。 

これらの公正価値は、必ずしも期末日現在での市場における実現可能額を示していませ

ん。 

 

 

7. １株当たり情報に関する注記 

１株当たり当社株主に帰属する当期純利益は、期中の加重平均発行済普通株式数に基づ

き計算されます。 

 

基本的１株当たり当社株主に帰属する当期純利益 442.05 円 

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する当期純利益 440.87 円 

 

希薄化効果調整後の当社株主に帰属する当期純利益は、当社の持分法適用会社であるキ

オクシアホールディングス㈱(以下、「KHC」という。)が発行する新株予約権による影響を

加味しています。 
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8. 重要な後発事象 

当社グループは、ASC 855「後発事象」に基づき、2022 年５月 13日までを対象に後発事

象の評価を行っていますが、記載すべき重要な後発事象はありません。 

 

 

9. KHC の株式に関する注記 

当社はKHCに対する投資を持分法投資として区分しています。2022年３月31日現在、当

該投資勘定残高は3,230億円、持分比率は40.6%です。 

当社は、KHCの金融機関に対する借入金等の債務を担保するため、㈱三井住友銀行、㈱

三菱UFJ銀行、㈱みずほ銀行及び三井住友信託銀行㈱等に対してKHCの株式を差し入れてい

ます。 

2021年度のキオクシアグループの経営成績及び当社に帰属する持分法による投資利益は

以下のとおりです。 

 

税金等調整前純利益 153,748 百万円 

当期純利益 103,717 百万円 

当社に帰属する持分法による投資利益 

42,109 百万円 

 

10. 東芝キヤリア㈱の株式譲渡 

 当社は、当連結会計年度において、当社の連結子会社である東芝キヤリア㈱( 以下「TCC」

という。)について、当社が保有する発行済株式 55％を米国・Carrier Global Corporation

社の子会社である米国・Carrier Corporation 社に譲渡(以下「本件譲渡」という。)する

ことを決定し、株式譲渡契約を締結しました。本件譲渡は、政府許認可等の必要な手続き

を経て、2022 年９月 30日までに完了する予定です。 

これに伴い、TCC およびその傘下会社にかかる資産及び負債を売却目的保有に分類して

います。この分類の結果、評価損失は認識されませんでした。なお、当該資産及び負債は、

セグメント上、ビルソリューション部門に含まれています。 

売却目的保有に分類された資産及び負債の内訳は以下のとおりです。これらの項目は、

連結貸借対照表の「その他の流動資産」及び「その他の流動負債」に計上されています。 
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資産 2022 年３月 31日現在 

現金及び現金同等物  
21,679 百万円 

受取手形、売掛金及び契約資産 
66,688 百万円 

棚卸資産 
36,306 百万円 

関連会社に対する投資及び貸付 
31,550 百万円 

有形固定資産 
44,570 百万円 

その他の資産 
14,621 百万円 

資産合計 215,414百万円 

 

      

負債 2022 年３月 31 日現在 

短期借入金 
1,916 百万円 

支払手形及び買掛金 
43,323 百万円 

未払金及び未払費用 
10,486 百万円 

前受金 
6,935 百万円 

未払退職及び年金費用 
10,234 百万円 

その他の負債 
19,766 百万円 

負債合計 92,660百万円 
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個 別 注 記 表 (1) 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの…時価法(評価差額は全部純資産直入法により処 

理し、売却原価は移動平均法により算定してい 

ます) 

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法 

(2)デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ…時価法 

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び製品…………個別法による原価法又は移動平均法による原価法 

原材料及び貯蔵品……移動平均法による原価法 

仕掛品…………………個別法による原価法又は総平均法による原価法 

貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しています。 

(4)固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しています。なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が３～60 年、機

械及び装置が２～17 年です。 

無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しています。なお、市場販売目的のソフトウエアは、見込販売数量に

基づく方法又は残存有効期間(３年以内)に基づく定額法を採用しており、自社利用

のソフトウエアは、社内における利用可能期間(５年以内)に基づく定額法を採用し 

ています。 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

(5)引当金の計上基準 

貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しています。 

訴訟損失引当金 

訴訟や係争案件等の将来発生する可能性のある偶発損失に備えるため、偶発事象ご

とに個別のリスクを検討し、合理的に算定した損失見込額を計上しています。 
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個 別 注 記 表 (2) 

退職給付引当金 

退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ 

き計上しています。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。過去勤務費用は、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理しています。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による定額法によりそれぞれ発生の翌期から費用処理

しています。 

PCB 廃棄物処理引当金 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により義務

付けられているポリ塩化ビフェニル(PCB)廃棄物の処理費用等について、当事業年度

末における見込額を計上しています。 

(6)収益及び費用の計上基準 

製品販売については、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負ってお

り、顧客が当該製品に対する支配を獲得する引渡時点で当該履行義務が充足されるもの

と判断していることから、引渡時点で収益を計上しています。なお、一定期間にわたっ

て履行義務が充足される工事契約については、工事進捗に応じて当該履行義務が充足さ

れると判断していることから、進捗度を測定して収益を計上しています。 

ブランド使用の対価については、当社グループ会社に対しブランドの使用許諾を行うこ

とで、当社ブランドに蓄積された価値を提供する履行義務を負っており、当該履行義務

は、当社グループ会社が当社ブランドを以て収益を計上するにつれて充足されると判断

していることから、当社グループ会社の売上高に、一定の料率を乗じた金額を収益とし

て計上しています。 

(7)ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっています。なお、振当処理の要件を満たしている

為替予約等については振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップに

ついては特例処理によっています。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ、外貨建借入金等 

ヘッジ対象…外貨建債権及び債務、外貨建予定取引、借入金、在外事業体に対する 

投資等 

ヘッジ方針 

為替リスク及び金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、当社の実需の範囲内

でヘッジを行っています。 
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個 別 注 記 表 (3) 

 

ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘ

ッジ有効性を評価しています。ただし、特例処理によっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略しています。 

(8)消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

(9)連結納税制度の適用 

①連結納税制度を適用しています。 

②繰延税金資産及び繰延税金負債の額については、「連結納税制度からグループ通算制

度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020

年３月 31日）を適用し、改正前の税法の規定に基づいて算定しています。 

(10)記載金額の表示 

記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。 

 

2.会計方針の変更に関する注記 

(「収益認識に関する会計基準」の適用) 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31日。以下「収益

認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第 30 号 2020 年３月 31日）を当事業年度の期首より適用しています。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める

経過的な取扱いに従っておりますが、繰越利益剰余金の当期首残高へ与える影響はあり

ません。また、当事業年度の損益に与える影響もありません。 

 

(「時価の算定に関する会計基準」の適用) 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首より適用しています。 

時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 

2019 年７月４日）第 44‐２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を将来にわたって適用しています。なお、これによって財務諸

表へ与える影響はありません。 
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個 別 注 記 表 (4) 

 

3.表示方法の変更に関する注記 

(損益計算書) 

「固定資産廃却損」は、前事業年度まで「営業外費用」の「その他」に含めて表示して

いましたが、当事業年度において重要性が増したため、区分掲記しています。なお、前

事業年度の「営業外費用」の「その他」に含まれている「固定資産廃却損」は 515 百万

円です。 

 

4.会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌

事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

訴訟損失引当金                       44,730 百万円 

 

5.貸借対照表に関する注記 

(1)担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産 

関係会社株式(キオクシアホールディングス㈱)          83,956 百万円 

上記の資産は関係会社(キオクシアホールディングス㈱)の金融機関と締結する借

入契約に関して、当社が差し入れている担保になります。 

 

(2)有形固定資産減価償却累計額                    116,085 百万円 

 

(3)保証債務及び保証類似行為 

リース債務等に対して、次のとおり保証を行っています。 

保 証 債 務 及 び

保証類似行為残高

東 芝 ア メ リ カ 社 2,003

東 芝 イ ン フ ラ シ ス テ ム ズ ㈱ 246

ウェスチングハウスエレクトリック
カ ン パ ニ ー 社

222

そ の 他 457

合　　　　　　 計 2,929

(単位:百万円)

被 　保 　証 　者
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個 別 注 記 表 (5) 

 

(4)重要な係争事件 

当社は、2015 年２月、証券取引等監視委員会から金融商品取引法第 26条に基づき報告

命令を受け、工事進行基準案件等について開示検査を受けました。その後、第三者委員

会を設置し調査を行った結果、不正な会計処理を継続的に実行してきたことが判明し、

過年度の有価証券報告書等の訂正を行いました。当社の不正な財務報告について、米国

カリフォルニア州において、米国預託証券等の保有者によって当社を被告とした集団訴

訟が提起され、当社は、米国証券関連法令の適用がないこと等を理由に、本件集団訴訟

の棄却を裁判所に申し立てていましたが、米国時間 2016 年５月 20 日付で本集団訴訟を

棄却する旨の判決が出されました。当該判決については、米国時間 2016 年７月 25日付

で原告が上訴し、米国時間 2018 年７月 17 日付で上訴審は地裁の判決を破棄し、原告が

修正訴状を提出できるよう地裁に差戻す判決を出しました。当社は当該判決に対し米国

時間 2018 年 10 月 15 日付で連邦最高裁判所に対して上告申立てを行いましたが、米国

時間 2019 年６月 24 日付で当該申立てが不受理となり、地方裁判所に差戻されました。 

また、国内においても、当社の不正な会計処理により損害を被ったとして、複数の損害

賠償請求を受けており、当社は合理的に見積り可能な金額を引当計上しています。これ

までに、海外機関投資家等からのそれぞれ 13,657 百万円、21,759 百万円、43,561 百万

円、9,227 百万円、33,000 百万円、837 百万円、410 百万円及び 4,051 百万円を請求す

る 2016 年６月付、2017 年４月付、同年４月付、同年６月付、同年９月付、同年９月付、

同年 10 月付及び 2018 年４月付の提起の訴訟、資産管理サービス信託銀行(現日本カス

トディ銀行)等からの 14,026 百万円を請求する 2017 年３月付提起の訴訟等が係属して

います。 

当社グループは全世界において事業活動を展開しており、上記に記載しているものの他

にも、訴訟やその他の法的手続に関与し、当局による調査を受けています。地域ごとの

裁判制度等の違いやこれらの手続は本来見通しがつきにくいものであることから、通常

の想定を超えた金額の支払が命じられる可能性も皆無ではありません。このため、これ

らについて当社グループに不利益な決定がなされた場合、その決定の内容によっては当

社グループの事業、業績や財政状態に悪影響を与える可能性があります。しかしながら、

当社グループが現在知りうるかぎり、これらの争訟は当社グループの財政状態及び経営

成績に直ちに重大な影響を及ぼすものではないと当社は考えています。 
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個 別 注 記 表 (6) 

(5)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                          279,787 百万円 

短期金銭債務                          516,414 百万円 

 

6.損益計算書に関する注記 

(1)関係会社に対する売上高                       65,095 百万円 

(2)関係会社からの仕入高                        11,898 百万円 

(3)関係会社との営業取引以外の取引高                 127,930 百万円 

(4)PCB 廃棄物処理引当金繰入額 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により義務付け

られている PCB 廃棄物の処理費用等について、具体的な処理方法及びスケジュールが見

通せるようになったことから、PCB 廃棄物処理引当金繰入額として 10,832 百万円を計

上しています。 

 

7.株主資本等変動計算書に関する注記 

(1)当期末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式                       433,137,955 株 

(2)当期末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式                         489,871 株 

(3)剰余金の配当に関する事項 

決議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2021年５月14日
取締役会

31,768百万円 70円 2021年３月31日 2021年６月４日

2021年７月21日
取締役会

49,921百万円 110円 2021年６月30日 2021年８月６日

2021年11月12日
取締役会

17,300百万円 40円 2021年９月30日 2021年12月１日

2022年５月13日
取締役会(予定)

30,285百万円 70円 2022年３月31日 2022年６月14日

 

 

8.税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、株式評価損、訴訟損失引当金、退職給付引当金の否

認、繰越欠損金等です。 

繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金等です。 
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個 別 注 記 表 (7) 

9.関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社 (単位:百万円)

子会社
東芝インターナショ
ナル米国社

所有 100.0% 当社製品の販売等 電池事業製品の販売(注2) 24,083 売掛金 9,306

ブランド使用の対価等
(注3)

9,557 売掛金 5,139

資金の貸付(注4)(注5) - 預け金 68,169

利息の受取(注4)(注5) 414 未収入金 29

資金の借入(注4)(注5) - 預り金 16,688

利息の支払(注4)(注5) 15 未払費用 1

- -
被債務保証
(注10)

-

ブランド使用の対価等
(注3)

7,411 売掛金 4,838

資金の貸付(注4)(注5) - 預け金 16,680

利息の受取(注4)(注5) 137 未収入金 18

- -
被債務保証
(注10)

-

ブランド使用の対価等
(注3)

6,600 売掛金 4,382

資金の借入(注4)(注5) - 預り金 169,824

利息の支払(注4)(注5) 143 未払費用 11

- -
被債務保証
(注10)

-

子会社
東芝インフォメー
ションシステムズ㈱

所有 100.0% 役務の受入
システムの運用保守等
(注6)

22,054 未払費用 4,514

子会社
東芝Ｔ１プロジェク
ト㈱

所有 100.0% ソフトウェアの開発等
ソフトウェアの開発委託等
(注7)

21,324 未払金 1,135

関連会社 キオクシア㈱ 所有 40.6% 補償金の支払
株式譲渡契約上の補償
支払(注8)

7,710 - -

資金の貸付(注4)(注5) - 預け金 25,518

利息の受取(注4)(注5) 121 未収入金 9

資金の借入(注4)(注5) - 預り金 52,460

利息の支払(注4)(注5) 46 未払費用 3

資金の借入(注4)(注5) - 預り金 49,534

利息の支払(注4)(注5) 42 未払費用 2

- -
被債務保証
(注10)

-

資金の借入(注4)(注5) - 預り金 34,469

利息の支払(注4)(注5) 28 未払費用 2

資金の借入(注4)(注5) - 預り金 26,886

利息の支払(注4)(注5) 41 未払費用 2

資金の借入(注4)(注5) - 預り金 25,077

利息の支払(注4)(注5) 56 未払費用 3

資金の借入(注4)(注5) - 預り金 19,053

利息の支払(注4)(注5) 89 未払費用 5

関連会社
キオクシアホール
ディングス㈱

所有 40.6% 担保の提供 担保の提供(注9) - - -

(注)1. 上記の議決権等の所有割合には、子会社による間接所有の議決権を含んでいます。

2. 当該製品の販売については、一般の取引条件を参考に両社協議の上決定しています。

3. ブランド使用の対価等については、一般の取引条件を参考に両社協議の上決定しています。

4. 資金の貸付・借入については、市場金利を勘案して一般の取引条件を参考に両社協議の上決定しています。

5. 資金の貸付・借入については、当社グループ内資金の有効活用を目的としたキャッシュマネジメントシステム等を利用し、

取引が反復的に行われているため、取引金額の記載を省略しています。

6. システムの運用保守については、東芝インフォメーションシステムズ㈱から提示された価格に対して一般の取引条件を参

考に両社協議の上決定しています。

7. ソフトウェアの開発委託については、東芝Ｔ１プロジェクト㈱から提示された価格に対して一般の取引条件を参考に両社

協議の上決定しています。

8. 東芝メモリ㈱（現キオクシア㈱）の株式譲渡契約には、表明保証の違反、米国国際貿易委員会による調査、一定の訴訟等

及びあらかじめ規定された一定の相手方との間の特許ライセンス契約等に起因した損失、その他契約に定める条件に従い

当社が支払義務を負うことが規定されています。
9. キオクシアホールディングス㈱の金融機関と締結する借入契約に係る担保として、当社が保有するキオクシアホールディ

ングス㈱の全株式83,956百万円を金融機関に提供しています。

10. 被債務保証は、当社の借入金等に対して、４社連帯で774,298百万円の債務保証を受けたものです。

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
東芝インフラシステ
ムズ㈱

所有 100.0%
ブランド使用等
資金の貸付等
被債務保証等

種類 会社名
議決権等の所
有割合(注1)

関連当事者
との関係

子会社
東芝デバイス＆スト
レージ㈱

所有 100.0%

ブランド使用等
資金の貸付等
資金の借入等
被債務保証等

子会社
東芝エネルギーシス
テムズ㈱

所有 100.0%
ブランド使用等
資金の借入等
被債務保証等

子会社
加賀東芝エレクトロ
ニクス㈱

所有 100.0% 資金の貸付等

子会社
東芝アジア・パシ
フィック社

所有 100.0% 資金の借入等

子会社
東芝デジタルソ
リューションズ㈱

所有 100.0%
資金の借入等
被債務保証等

所有 100.0% 資金の借入等

子会社 東芝欧州社 所有 100.0% 資金の借入等

子会社 東芝アメリカ社 所有 100.0% 資金の借入等

子会社
東芝プラントシステ
ム㈱

所有 100.0% 資金の借入等

子会社
㈱ニューフレアテク
ノロジー
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個 別 注 記 表 (8) 

 

10.１株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額        1,369 円 88 銭 

(2)１株当たり当期純利益        199 円 02 銭 

 

11.収益認識に関する注記 

連結計算書類の「連結注記表 3.収益認識に関する注記」に同一の内容を記載している

ため、記載を省略しています。 

 

12.重要な後発事象に関する注記 

該当事項なし 

 

 

 

 


